
連合北海道札幌地区連合会／さっぽろ労働相談センター 

札幌圏雇用センサス  ２０２０年４月の相談状況 

「ともに団結！労使の信頼関係で最善の結果を！」 
 

 

１．労働相談の概況 
（１）相談件数について   

資料－１ 「２０２０年 雇用形態別 相談者数 月別集計」 

資料－２ 「２０２０年４月 相談者数（雇用形態・男女、業種別）」 

資料－３ 「２０２０年４月 相談件数（雇用形態別）」 

 

   相談者数は８６人、相談件数は１２２件、一人当相談件数は１．４２件となりました。 

   対前月比は＋１人・－２件となり、一人当相談件数は－０．０５Ｐとなっています。 

 

【相談者数・相談件数・一人当相談件数の比較】 

 相談者（人） 相談件数（件） 一人当相談件数（件） 

２０２０年 ４月 ８６ １２２ １．４２ 

２０２０年 ３月 ８５ １２４ １．４７ 

２０１９年 ４月 ７０ １１０ １．５７ 

 

（２）雇用形態別相談者数及び件数について 

資料－２ 「２０２０年４月 相談者数（雇用形態・男女、業種別）」 

資料－３ 「２０２０年４月 相談件数（雇用形態別）」 

 

   相談者数８６人の内訳は、社員４４人、期限付雇用契約者（契約・パート・バイト・嘱託・

季節・派遣）４２人となっており、男女比では男性４１人・女性４５人となっています。 

   相談件数１２２件の内訳は、社員６４件、期限付雇用契約者（契約・パート・バイト・嘱託・

季節・派遣）５８件となっており、男女比では男性５７件・女性６５件となっています。 

 

【雇用形態別 相談者数（人）】 

 社員 契約 パート バイト 嘱託 季節 派遣 その他 合計 

男 ２８ ５ １ ４ １ ０ １ １ ４１ 

女 １６ ８ １３ ２ ０ ２ ４ ０ ４５ 

計 ４４ １３ １４ ６ １ ２ ５ １ ８６ 

 

【雇用形態別 相談件数（件）】 

 社員 契約 パート バイト 嘱託 季節 派遣 その他 合計 

男 ４１ ６ ２ ４ １ ０ １ ２ ５７ 

女 ２３ １１ １８ ５ ０ ２ ６ ０ ６５ 

計 ６４ １７ ２０ ９ １ ２ ７ ２ １２２ 

 

   相談者数を男女比でみた場合、女性の相談が多く、雇用形態別にみると男性は社員に、女性

は社員と期限付雇用契約者に分散しています。また相談件数でも男性は社員に集中し、女性は

社員と期限付雇用契約者に件数が分散しています。 

 

 

 

 

 

 



（３）業種別相談状況について 

    資料－４ 「２０２０年 業種別 相談者数 月別集計」 

    資料－５ 「２０２０年４月 相談件数（業種別）」 

 

   業種別相談状況による相談者数と相談件数の分布は次のとおりです。 

 相談者数 相談件数 

Ａ農林水産業   

Ｂ鉱業・採石業   

Ｃ建設・設計・重機業 ２ ２ 

Ｄ食品製造・加工業 ２ ３ 

Ｅその他製造業 ５ ８ 

Ｆエネルギー・水道業   

Ｇ通信・報道・ＩＴ業 ３ ５ 

Ｈ交通業    

Ｉ陸運・倉庫業 ８ １２ 

Ｊ卸・小売・飲食業 １６ ２４ 

Ｋ商品斡旋・リース業   

Ｌ金融・保険業  ２ ２ 

Ｍ不動産業  ２ ３ 

Ｎ医療・保健・医薬品業 ４ ５ 

Ｏ社会福祉・介護業 １０ １３ 

Ｐビル管理・警備業 ２ ３ 

Ｑ労働者派遣業   

Ｒ教育・学習支援業   

Ｓ会計・行政・法律事務所 ２ ２ 

Ｔ宿泊・娯楽業 １１ １６ 

Ｕ複合サービス業   

Ｖその他サービス業 １６ ２２ 

Ｗ廃棄物処理業   

Ｘ公務・公共サービス   

Ｙ分類不能・その他 １ ２ 

 

相談者数、相談件数共に、「卸・小売・飲食業」「その他サービス業」「社会福祉・介護業」 

に集中しています。さらに新型コロナウイルス感染症拡大の影響により「宿泊・娯楽業」も 

急増しています。 

    

（４）相談内容について 

    資料－３ 「２０２０年４月 相談件数（雇用形態別）」 

資料－６ 「２０２０年 月別集計 相談件数（相談項目別）」 

①  相談項目別の相談件数の分布は次のとおりです。 

  「労働組合関係」 ４件（結成・運営・加盟 1件） 

「労働契約関係」２３件（就業規則・雇用契約 12 件、配転出向 2件、雇用形態 1件、その他 8件） 

「賃金関係」  ２３件（不払残業・割増賃金 12件、一時金 5件、最低賃金 1件、賃金未払１件、 

その他 4件） 

「労働時間関係」２６件（年次有給休暇 15件、長時間労働 5件、休日・休息 2件、その他 4件） 

「雇用関係」  １３件（解雇・退職強要・契約打切 6件、合理化・倒産 1件、解雇予告手当 1件、 

             休業補償 1件、その他 4件） 

「退職関係」   ６件（退職金・退職手続 3件、その他 3件） 

「保険・税関係」１１件（雇用保険・労災保険 6件、健保・年金 3件、税金 2件） 

「安全衛生」   ６件（労働災害 3件、安全衛生 1件、その他 2件） 

「差別など」   ６件（嫌がらせ・パワハラ 4件、その他 2件） 

「その他」    ７件（その他 7件） 



労働時間関係では、「年次有給休暇」に集中しています。 

労働契約関係では、「就業規則・雇用契約」となっており、賃金関係の相談は、「不払残業・

割増賃金」に集中しています 

 

  ② 相談内容と雇用形態の内容を検証すると次のとおり分布されます。 

 

 社員 契約 パート バイト 嘱託 季節 派遣 不明 合計 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

組合 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 

契約 8 4 3 1 0 2 0 2 0 0 0 1 0 0 1 0 12 10 

賃金 9 7 0 0 1 1 4 1 1 0 0 0 0 2 1 0 16 11 

時間 4 2 2 1 1 2 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 7 6 

雇用 4 5 1 3 0 7 0 2 0 0 0 1 1 2 0 0 6 20 

退職 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

保険 6 2 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 5 

安全 3 1 0 1 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 6 

差別 2 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 2 3 

 他 1 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 

 計 41 23 6 11 2 18 4 5 1 0 0 2 1 6 2 0 57 65 

 

   「社員」の抱える相談項目が６４件と相談件数全体の５３％を占めています。 

   「期限付雇用契約者（契約・パート・バイト・嘱託・季節・派遣）」は５８件で相談件数 

全体の４７％を占めています。 

男性は「社員」の割合が高く、女性は「社員」と「期限付雇用契約者」に分散しています。 

 

（５）違法件数について 

資料－３ 「２０２０年４月 相談件数（雇用形態別）」 

資料－７ 「２０２０年 月別集計 違法件数（相談項目別）」 

 

    ８６人から寄せられた１２２件の相談中、違法と判断される項目は６２件となっています。 

    ５０．８％が違法という状況です。６２件の主な内訳は次のとおりです。 

 

【項目別違法件数の分布】 

項  目 違法件数 違法率 全相談件数 

労動組合関係 １件 ２５．０％ ４件 

労動契約関係 ９件 ４０．９％ ２２件 

賃金関係 ２０件 ７４．１％ ２７件 

労動時間関係 ７件 ５３．８％ １３件 

雇用関係 １６件 ６１．５％ ２６件 

退職関係  ０件 ０．０％ ２件 

保険・税 ３件 ２７．３％ １１件 

安全衛生 ４件 ４４．４％ ９件 

差別 ２件 ４０．０％ ５件 

その他 ０件  ０．０％ ３件 

総 数 ６２件 ５０．８％ １２２件 

 

 

 



２．雇用情勢について 

 

   ４月の相談状況は、相談者数・相談件数ともに対前年を上回りました。一人当たりの相談件

数は１．４２件となっており、対前年を下回りました。 

   正社員男性からの相談が最も多く、相談内容は「労働時間関係（年次有給休暇）」「労働契約

関係（就業規則・雇用契約）」「賃金関係（不払残業・割増賃金）」に集中しました。男女比で

は男性は社員に相談者が集中し、女性は社員と期限付雇用契約者（契約・パート）に分散して

います。 

違法率は５０．８％となっており、本年の最高値となりました。その内訳では賃金関係の項

目で７４．１％、雇用関係の項目で６１．５％、労働時間関係の項目で５３．８％、と高くな

っています。 

業種別相談状況では、「卸・小売・飲食業」「その他サービス業」「社会福祉・介護業」に相

談者数・相談件数が集中しています。さらに新型コロナウイルス感染拡大の影響により「宿泊・

娯楽業」も急増しています。 

 北海道労働局は４月２８日、新型コロナウイルス感染拡大による影響で、この２ヵ月余りで

道内５４事業所が４０３人を解雇したと明らかにし、感染に絡む解雇は急速に増えているとみ

て動向を注視すると公表、また新卒者も９４人が自宅待機をしており、雇用不安の広がりが懸

念されます。 

 また、街角景気も極めて厳しい状況からさらに悪化しており、コロナ倒産も道内は１１社と

なり、宿泊や飲食を含む「サービス業」や消費増税や暖冬の影響でコロナ以前から販売不振だ

ったアパレルなどの「小売業」が目立ちます。外出自粛や訪日外国人客の激減が体力の弱い中

小・零細企業を直撃したものです。医療・介護現場も感染の影響が拡大しており、人材不足の

現場において利用者との密着や防止物資も不足するなど「崩壊」が懸念されており、なお一層

の行政支援が求められています。 

 このような状況の中、労働者を取り巻く環境は厳しさを増しています。政府による「緊急事

態宣言」の対象地域拡大で北海道が「特定警戒都道府県」に指定されたことから、営業自粛や

休業、業務縮小・業績不振や先行き不安を理由とする雇用契約の事実上の打ち切り・雇い止め

が増えています。また、登録型派遣を中心とする派遣労働者の大量雇い止めも懸念されており、

実態の把握が急がれているところです。こうした事業者の対応は何れも法令違反であり、ずさ

んな労務管理に端を発した使用者責任の放棄に他なりません。 

 現在、事業主や労働者が利用できる支援策も用意されていることから、制度を上手に活用し

生活の維持に役立てることも重要です。 

私たちは今こそ健全な労使関係に基づき、互いに知恵を出し合い、未曽有の難局を乗り越え

なければなりません。その一方で、労働者を守るのは労働者自身であり、働く仲間の団結であ

ることもまた事実です。 

今すぐ命と生活を守る行動を！関係機関（労働組合・弁護士・労働局）に相談してください。 


